
計画策定の背景

日本は 2020 年 10 月に 2050 年の脱炭素社会の実現を目指すことを宣言し、高知県も、2020 年 12 月議会において

知事が 2050 年までの実質排出ゼロを目指すことを宣言しました。

高知県庁の事務事業においては、2011 年 3 月に「高知県地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」を策定、2016 年

に改定し、高知県庁の事務事業に関して温室効果ガスの排出量削減に努めてきました。

本計画は、計画期間の終了にあたり、2021 年度以降に取組を継続、さらに強化することを目指して、新たに策定

するものです。

計画策定の目的

本計画は、「高知県環境マネジメントシステム」による全庁的な取組として、一事業者である県庁が環境負荷の低

減や地球温暖化対策を推進するとともに、その他の環境保全に関する職員の取組を推進することを目的とするもの

です。

計画の基本的事項

位置付け

本計画は「地球温暖化対策の推進に関する法律」第

21 条第 1 項に基づき策定するものです。

計画期間

計画期間：2021 年度～2025 年度 ５年間

計画の基準年：2019 年度

対象範囲

実施機関：知事部局等、教育委員会及び公営企業局

対象施設：全県管理施設（指定管理施設を含む）

対象ガス

「高知県庁環境マネジメントシステム」

による全庁的な取組

高知県庁の温室効果ガス排出量の削減を組織的か

つ効率的に推進するため、「高知県庁環境マネジメ

ントシステム」におけるエコオフィス活動等を通じ

て、全庁的な取組を図ります。

計画の目標（高知県庁の目標）

2021年度～2025年度までの５年間で県庁からの温室

効果ガス総排出量を、2019 年度比で 6％削減しま
す。

排出源別温室効果ガス排出状況

高知県庁の事務事業により排出される温室効果ガス

は、電気の使用に伴う排出量が全体の約 8割を占め

ています。

対象ガス 主な排出源

二酸化炭素（CO2）

メタン（CH4）

一酸化二窒素（N2O）

ﾊｲﾄﾞﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ類
（HFC）

概要版

電気の使用

化石燃料の燃焼 等

化石燃料の燃焼

家畜の排泄物処理 等

車のエアコン
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具体的な取組項目

エコオフィス活動
(高知県庁エコオフィス活動ルールに基づいた省エネ活動)

高知県庁では、次の７つのルールを定め、所属ご

とに取り組みます。

① 電気(照明、電気製品)の省エネ

(こまめな消灯)

② 電気(空調機その他)の省エネ

(エアコンの空調管理の徹底)

③ ガソリン等油脂類及びガスの省エネ

(エコドライブの推進)

④ 節水の促進

⑤ 用紙類の使用量削減

⑥ ３Ｒ(ゴミの発生抑制・再使用・再資源化)

の促進

⑦ グリーン購入の促進

(グリーン購入基本方針による)

コツコツニュースの作成
CO2排出量や取組状況の見える化

と情報共有

● エネルギー使用量や CO2排出量

を見える化

● 省エネに関する意見、アイデア等の情報共有

エコオフィス活動を補完する取組

● デマンド監視装置の効果的運用

● 自動制御システムの設置検討

● 管理標準の策定・運用

● 電気供給契約の環境配慮契約導入検討

ハード面の取組

● 施設の新設又は改修時における配慮

● 再生可能エネルギーの導入や省エネ改修を

検討、実施

● 計画的な設備改修等

計画の推進、点検・評価・公表

全庁を挙げての温室効果ガス削減対策、省エネ対

策を推進します。

推進体制

● 高知県庁環境マネジメントシステム

知事をトップとする全部局による推進体制

● 省エネ法に基づくエネルギーの管理統括

副知事、教育委員会事務局教育次長(総括)及び

公営企業局次長(総括)を、それぞれエネルギー

管理統括者とする推進体制

● エコオフィス活動

各庁舎において庁舎管理責任者を中心に推進し、

所属長は各職場で職員と協力、連携して活動

職員研修の実施

● 全庁職員の意識向上を図るため、高知県庁環境

マネジメントシステムに基づき、職員研修を計

画的に実施します。

点検・評価・公表

● 施策の実施状況等については、毎年事務局にお

いて点検・評価したうえで、高知県ホームペー

ジ及び高知県環境白書に掲載し、情報を公表し

ます。

高知県庁環境マネジメントシステム

● 具体的な温室効果ガス削減対策、省エネ対策を

全庁的に情報共有します。

● 県の率先した省エネ・省 CO2の取組を積極的に

県民や企業に情報発信します。

【概 念 図】
 

例）県庁コツコツ削減大作戦
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